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3対象とすべきサービス
定量・定性的な基準によらず、役務単位での指定が現実的

電気通信事業報告規則 第1条（定義）
２ この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
七 FTTHアクセスサービス そのすべての区間に光信号伝送用の端末系伝送路設備を用いてインターネットへの接
続点までの間の通信を媒介する電気通信役務（主としてインターネットへの接続点までの間の通信を媒介するもの
を含む。）であつて、ベストエフォート型であるもの（共同住宅等内にVDSL設備その他の電気通信設備を用いる
ものを含み、IP-VPNサービス、広域イーサネットサービスその他これらに類する電気通信役務であるものを除く。）を
いう。

八 DSLアクセスサービス
九 FWAアクセスサービス
十 CATVアクセスサービス

ユニバーサルアクセスへの将来的な移行を考慮し、
FTTHアクセスサービスを対象とすることが適切



4ユニバーサルサービス交付金の適用範囲

「整備」
未提供エリアのエリア化

「維持」
提供済エリアの維持

＋

＋

ブロードバンドの「整備」については、既存の施策(整備事業・補助金)あり

エリア拡大に向けた振興策
(整備事業・補助金)事業者間の公正競争

事業者間の公正競争 ユニバーサルサービス交付金

競争の補完手段
(必要な範囲に限定)

「整備」と「維持」を分け、競争の補完手段としての
ユニバーサルサービス交付金の適用範囲は最小限とすべき







7「維持」の在り方②

収入 費用

合理化
余地

単に赤字のみでは不十分で、
合理的な経営でも構造的に不採算となる場合のみ対象とすべき

収入 費用

合理化
余地

回線あたり
収入・費用イメージ

※収入については、競争地域における料金と同等水準の料金によるものであることが必要
※提供サービス全体で黒字(内部相互補助が可能)の場合は原則対象外







10基礎的電気通信役務の規律
現状、適格電気通信事業者か否かを問わず、規律は一律

主な規制

①約款規制

②会計整理義務

• 約款(料金・提供条件)の事前届出義務
• 契約約款遵守義務(相対契約の禁止)

• 基礎的電気通信役務損益明細表の作成等

今回を機に、基礎的電気通信役務に関する規制を見直すべき
(電話サービスに関するものも含め)









14まとめ

「整備」と「維持」に分けて検討し、
ユニバーサルサービス交付金は既存エリアの「維持」に活用
(将来的には、ラストリゾートとしてのNTT東西殿への提供義務化も要検討)

交付金は最小化すべく、非競争地域・不採算なものに限定
(負担金は、電気通信事業者のアクセス回線契約数に基づく分担が現実的な案の一つ)

将来像(ユニバーサルアクセス)を見据えて検討し
対象とすべきはFTTHアクセスサービス

基礎的電気通信役務に関する規律は見直し、
適格電気通信事業者のみ規制対象とすべき



15

参考資料



16基礎的電気通信役務に関する経緯
①基礎的電気通信役務の定義は、交付金制度と同時に導入された

(基礎的電気通信役務は、「補填対象」を規定するために設けられた定義)
②基礎的電気通信役務の範囲は、「補填対象」とすべきか否かで決められた
③競争進展・補填不要と判断された役務は、基礎的電気通信役務から除外された


